
◆2017 年 12 月 5 日（火）
「東アジアのビジネスの最新動向―中国・ASEAN・日本―」
　報告者：
　●石原　伸志（神奈川大学経済学部非常勤講師、東海大学海洋学部客
　　　　　　　  員教授）
　●範文勝（常熟グリーン智能製造技術イノベーションセンター理事長、
　　　　　 常熱自動車産業園区管理公司社長）
　●魚住　和宏（神奈川大学経済学部非常勤講師、SCM ソリューショ
　　　　　　　  ンデザイン代表）
　●グェン  ドゥック  ラップ（広島修道大学商学部教授）

●研究グループ：「東南アジアから西アジアにおける民主化と経済発展」
◆2017 年 11 月 25 日（土）
　報告者 1：平川　均（客員研究員　神奈川大学経済学部非常勤講師、
　　　　　　　　　　  国士舘大学 21 世紀アジア学部教授）
　　「中国の「一帯一路」構想をどう捉えるか
　　　  ─グローバル化の中で考える─」
　報告者 2：内橋　賢悟（客員研究員　神奈川大学経済学部非常勤講師）
　　「IMF危機後の韓国型雇用政策がもたらした社会経済学的影響の考察
　　　  ─少子高齢化の現象はなぜ改善されないのか─」

●研究グループ：「東アジアにおける安全保障秩序の変動」
◆2018 年 2 月 20 日（火）（非公開）
　報告者：佐竹　知彦（客員研究員　防衛省防衛研究所主任研究官）　
　　「オーストラリアの地域秩序構想とアメリカ
　　　：冷戦終結後から外交政策白書（2017）まで」

●研究グループ：「アジア地域におけるサプライチェーンリスクマネジ
　　　　　　　　 メントに関する研究」
◆2017 年 11 月 22 日（水）
　報告者：北京交通大学の院生、教員　神奈川大学の院生、教員　
　　「アジア地域におけるサプライチェーンリスクマネジメントに関
　　 する研究」

●研究グループ：「東アジア 4 国際都市の脆弱地区の調査、
　　　　　　　　　 ならびに環境社会再生への方法」
◆2018 年 1 月 30 日（火）「アジアのまち再生」
　報告者 1：王恵君 ( 台湾科技大学 )
　　「西本願寺広場 / 台北・台湾」
　報告者 2：曽我部昌史（神奈川大学工学部教授）
　　「パヤタス廃棄物処分処理場居住居区 / ケソン・フィリピン」
　報告者 3：鄭一止（熊本県立大学准教授）
　　「北城路近代リノベーション事業 / 大邱・韓国」
　報告者 4：上野正也（神奈川大学工学部特別助教）
　　「黄金町 / 横浜・日本」
　報告者 5：重村力（神奈川大学工学研究所客員教授）
　　「インターナショナル・ディストリクト / シアトル・アメリカ」

●研究グループ：「アジアの水に関する総合的研究」
《国内》
　出張者：秋山　憲治（所員　神奈川大学経済学部教授）
　出張者：内藤　徹雄（客員研究員　神奈川大学経済学部非常勤講師）
　出張先：諌早干拓資料館、長崎市水道資料室、島原湧水館、本河内
　　　　　高部ダム
　日　程：2018 年 3 月 22 日（木）～ 3 月 24 日（土）
　目　的：長崎・諌早・島原における水道施設・干拓事業の調査並び
　　　　　に資料収集

　出張者：田中　則仁（所員　神奈川大学経営学部教授）
　出張先：八戸商工会議所、青森地域産業振興行事
　日　程：2017 年 12 月 9 日（土）～ 12 月 11 日（月）
　目　的：八戸市などでの海運に関する調査研究
　
　出張者：重村　力（客員研究員　神奈川大学工学研究所客員教授）
　出張先：北海道大学　総合博物館
　日　程：2018 年 3 月 2 日（金）～ 3 月 5 日（月）
　目　的：川の社会教育施設に関する史料収集 

《海外》
　出張者：秋山　憲治（所員　神奈川大学経済学部教授）
　出張先：ホーチミン、ダメン 
　日　程：2018 年 3 月 12 日（月）～ 3 月 18 日（日）　ベトナム
　目　的：ホーチミン（メコンデルタ視察）、ダメン（アジア市場経済
　　　　　学会研究会

●研究グループ：「東アジアの国際経済・ビジネスの変還と現状そして
　　　　　　　　 今後の展望」

《国内》
　出張者：田中　則仁（所員　神奈川大学経営学部教授）
　出張先：沖縄県庁　商工労働部　産業政策課
　日　程：2017 年 10 月 6 日（金）～ 10 月 8 日（日）　沖縄
　目　的：東アジアの国際経済拠点形成での沖縄県の戦略構想調査

　出張者：田中　則仁（所員　神奈川大学経営学部教授）
　出張先：株式会社沖縄エス・ピーオー
　日　程：2018 年 2 月 27 日（火）～ 3 月 1 日（木）
　目　的：東アジアの国際経済拠点形成での沖縄県のICT企業等訪問調査

《海外》
　出張者：田中　則仁（所員　神奈川大学経営学部教授）
　出張先：タイ商務省国際貿易振興局
　日　程：2018 年 1 月 25 日（木）～ 1 月 30 日（火）　タイ
　目　的：タイ進出日系企業の訪問調査

　出張者：魚住　和宏（神奈川大学経済学部非常勤講師、SCM ソリュー
　　　　　　　　　　　ションデザイン代表）
　出張先：パクセージャパン SME 専用経済特区
　日　程：2018 年 2 月 18 日（日）～ 2 月 23 日（金）　ラオス
　目　的：ラオスチャーンパーク県における有機農業とサプライチェン
　　　　　実態調査

シンポジウム

共同研究グループ主催による公開研究会

共同研究グループによるによる出張研究グループ
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開催されていた（写真7,8）。

　震災直後には一時的に開催は見送られていたが、

また再開されるようになって人気を高めていて、多

くの市民が参加するようになっている。

４．まとめ

　大規模な自然災害による復旧・復興過程の状況は、

人口や経済規模、国民性や自然環境など災害が多発

するアジア・オセアニア地域においても、地域によ

って条件や実際のプロセスの状況が異なっており、

クライストチャーチ地震と同様に震災後７年を経過

した東日本大震災における三陸地方沿岸の諸地域の

復旧・復興過程とは大きな違いを感じている。そし

て、大変多くの自然災害が頻発し、経済的、法律的な

諸対策が復旧・復興過程に反映し難い状況が続いて

いるネパール・ゴルカ震災の復旧・復興過程との状

況の差異が大変多きいことに印象づけられた。

　最近の報道で、2008年中国四川大地震における震

災10年の復旧・復興過程が紹介されている。中国で

は震災１年後には大きな政策により復旧・復興方針

が確定し、極めて短期間に地域移転を含む大規模な

復旧・復興政策が進められ、震災４年後には震災復

旧・復興の収束が宣言されたと言われている。1995

年阪神・淡路大震災では、震災後10年目で復旧・復

興の終息宣言が言われた。震災後23年目をむかえて

いる現在でも課題が残されているとの指摘もある。

　このように、地域によって多様な復旧・復興過程

に対して社会的な影響や住民の意思はどのように反

映され認識されるのか、調査を進めていきたいと感

じている。

（工学部教授）
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写真 7.“Famer’s Festival”が開催される公園風景

図 1. エイボン川流域で Red Zone に指定された地域

写真 8.Famer’s Festival”の賑わう様子



●研究グループ：「東アジア4国際都市の脆弱地区の調査、ならびに環境
　　　　　　　　 社会再生への方法の探求」

《海外》　
　出張者：重村　力（客員研究員　神奈川大学工学研究所客員教授）
　出張先：大邱広域市
　日　程：2018 年 3 月 9 日（金）～ 3 月 12 日（月）　韓国
　目　的：韓国諸都市における近代都市景観の成り立ちと現況について
　　　　　の視察

　出張者：鄭　一止（客員研究員　熊本県立大学環境共生学部准教授）
　出張先：大邱・工具博物館
　日　程：2018 年 3 月 7 日（水）～ 3 月 11 日（日）　韓国
　目　的：韓国諸都市における近代都市景観の成り立ちと現況について
　　　　　の視察

　出張者：曽我部　昌史（神奈川大学工学部教授）
　出張先：大邱およびその周辺地域
　日　程：2018 年 3 月 8 日（木）～ 3 月 12 日（月）　韓国
　目　的：韓国諸都市における近代都市景観の成り立ちと現況について
　　　　　の視察

●研究グループ：「東南アジアから西アジアにおける民主化と経済発展」
《国外》
　出張者：藤村　是清（客員研究員　神奈川大学人間科学部非常勤講師）
　出張先：長崎県立図書館
　日　程：2018 年 3 月 24 日（土）～ 3 月 26 日（月）
　目　的：アジア研究共同研究のための資料収集

《海外》
　出張者：藤村　是清（客員研究員　神奈川大学人間科学部非常勤講師）
　出張先：バンコクの大学図書館等での資料収集
　日　程：2018 年 3 月 19 日（月）～ 3 月 22 日（木）　タイ
　目　的：アジア研究共同研究のための資料収集

　出張者：内橋　賢悟（客員研究員　神奈川大学経済学部非常勤講師）
　出張先：仁川国立大学校
　日　程：2018 年 2 月 25 日（日）～ 2 月 26 日（月）　韓国
　目　的：研究会出席のため

●研究グループ：「東アジアにおける安全保障秩序の変動」
《国内》
　出張者：溜　和敏（客員研究員　高知県立大学文化学部講師
　出張先：日本国際交流センター
　日　程：2018 年 1 月 26 日（金）
　目　的：「東アジアの安全保障秩序」参加のため

●研究グループ：「東アジアにおける東西文明の出会い或いは衝突」
《国内》
　出張者：呉　　春美（所員　神奈川大学経済部特任教授）
　出張先：佐賀市役所、弟子丸泰仙出生地等
　日　程：2018 年 3 月 15 日（木）～ 3 月 18 日（日）
　目　的：研究テーマである「弟子丸泰仙の禅仏普及活動」について

《海外》
　出張者：鈴木　陽一（所員　神奈川大学外国語学部教授）
　出張者：呉　　春美（所員　神奈川大学経済部特任教授）

　出張先：浙江省杭州市、江蘇州市、上海市
　日　程：2018 年 3 月 20 日（火）～ 3 月 26 日（月）　中国
　目　的：アジア研究共同研究班の調査

●研究グループ：「アジア地域におけるサプライチェーンリスクマネジ
　　　　　　　　 メントに関する研究」

《海外》　
　出張者：中島　健一（所員　神奈川大学工学部教授）
　出張先：神戸センタープラザ西館
　日　程：2017 年 10 月 1 日（日）～ 10 月 2 日（月）
　目　的：日本経営工学会移転価格を考慮したグローバルマネジメント
　　　　　 研究会出席

　出張者：中島　健一（所員　神奈川大学工学部教授）
　出張者：佐藤　公俊（神奈川大学工学部特別助教）
　出張先：大阪マルニ株式会社
　日　程：2018 年 2 月 22 日（木）～ 2 月 23 日（金）　大阪
　目　的：研究調査と意見交換

《海外》
　出張者：中島　健一（所員　神奈川大学工学部教授）
　出張先：Hyatt Regency Yogyakarta, Indonesia
　日　程：2017 年 12 月 2 日（土）～ 12 月 7 日（木）　インドネシア
　目　的：The 18th Asia Pacific Industrial Engineering and
　　　　　Management Systems Conference での発表及びアジア
　　　　　SCM 情報収集のため

　出張者：高野倉　雅人（所員　神奈川大学工学部准教授）
　出張先：Universiti Kebangsaan Malaysis
　日　程：2018 年 3 月 27 日（火）～ 3 月 31 日（土）　マレーシア
　目　的：UKM での共同研究打合せおよびハラール食品サプライ
　　　　　チェーンの現地調査

●研究グループ：「アジア・オセアニア地域における自然災害の社会的
　　　　　　　　  影響に関する調査研究」

《国外》
　出張者：荏本　孝久（神奈川大学工学部教授）
　出張先：兵庫県立大学
　日　程：2018 年 2 月 16 日（金）～ 2 月 17 日（土）
　目　的：滅災復興国際シンポジウム参加

《海外》
　出張者：荏本　孝久（神奈川大学工学部教授）
　出張先：カンタベリー大学、クライストチャーチ市役所
　日　程：2018 年 2 月 27 日（火）～ 3 月 7 日（水）　ニュージランド
　目　的：2011 年ニュージーランド・クライストチャーチ地震の被害
　　　　　と復旧・復興の現地調査

　出張者：趙　衍剛（所員　神奈川大学工学部教授）
　出張先：クライストチャーチ地域
　日　程：2018 年 3 月 2 日（金）～ 3 月 7 日（水）　ニュージランド
　目　的：建築構造の耐震性能に関する研究調査
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※所属・職名は 2018 年 3 月現在

アジア研究センター所長挨拶

　2012年に設置された本研究センターは、5年間に

わたる秋山憲治所長のリーダーシップのもと、全学

部・研究科を横断する研究所として発展してきまし

た。30名の専任教員が所員として所属し、さらに七つ

にのぼる共同研究プロジェクトに学内外より20名を

超す客員研究員が参画しています。

　本年度より所長職を拝命しましたが、これまで着実

に歩みを進めてきた本研究センターの活動をさらに

活性化させるべく、努力して参りたいと存じます。

　過去5年間の活動を振り返りますと、紀要にあたる

『神奈川大学アジア・レビュー』や研究叢書シリーズ

は毎年順調に出版されております。また共同研究、国

際シンポジウムに多くの予算を充てているため、学内

外の研究者間の交流も着実に進んできました。

　もとより、本研究センターはひとつの学問分野を基

盤にしておりません。人文系、社会科学系、理工系を専

門とする所員・客員研究員が学際的に共同研究を進

める場合も、特定の専門分野に基づいた共同研究を進

める場合もあります。今後も、学際性だけではなく、研

究としての必要性、革新性、継続性をもとに評価し、共

同研究を中心としたセンターの研究活動を発展させ

ていく所存です。加えて、若手研究者への支援体制も

整えて参ります。

　本研究センターは、学部に附置されていない研究所

として、全学のアジアに関わる研究を活性化させてい

くと同時に、国内のアジア研究拠点やアジア各地の研

究者・研究所との研究交流のハブとし

ての機能も持たなければなりませ

ん。さらに、アジアの世紀が叫ばれて

久しいなか、学生や卒業生、地元社会

への還元としての発信にも、より一層

取り組むべきと考えています。

　以上の方針をもとに、今春より新たな

事業に取り組んでおります。

　現在朝鮮半島を取り巻く国際環境は大きく変動して

おり、その影響は地域秩序に様々に及んできます。4月

には李洙勲・駐日大韓民国特命全権大使をお迎えして

記念講演会を共催しましたが、7月には慶應義塾大学現

代韓国研究センターとの共催により、日韓両国で北朝鮮

政策に長く携わってきた元政府関係者や代表的な研究

者を招いて、大規模な国際シンポジウムを開きました。

　また、今日のアジアでは民主主義が一様に発展して

いるとは言い難い状況にあります。一昨年度にも本研

究センターは民主主義に関する国際シンポジウムを

開催しましたが、本年より新たな共同研究を立ち上げ

るべく、準備を進めています。

　今後も国内外の研究機関との連携を模索しつつ、ま

た頻繁に海外の研究者を招へいして、研究交流を深化

させて参ります。神奈川大学の学術研究発展のために

大きな役割を果たせるようアジア研究センターは努

力を重ねて参りますので、関係各位におかれましては

倍旧のご支援をお願い申し上げます。

（アジア研究センター所長　法学部教授）

佐橋　亮
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　「アジア研究センター所長挨拶」　佐橋　亮

《研究会報告》
　「冷戦後の豪州の地域秩序認識」　加藤　美保子

《研究会報告》
　「アメリカから見たアジアの秩序：25 年間の継続と変化」　溜　和敏

《調査報告》
　「ニュージーランド・クライストチャーチ地震の被災地を訪ねて」
　　　　　　　　　　　　　　　　荏本　孝久
2017年度活動報告
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